
 

 

公募型プロポ－ザル方式に係る手続開始の公示 

   

  次のとおり技術提案書の提出を招請します。 

 令和６年５月７日 

 

群馬県 契約担当者 群馬県知事 山本 一太    

 

１ 業務概要 

 （１）業務名  浅間家畜育成牧場研修施設等建替工事基本・実施設計業務委託 

 （２）業務内容 本業務は吾妻郡長野原町大字北軽井沢地内における浅間家畜育成牧場

研修施設及び職員公舎の建替工事に係る基本・実施設計業務である。 

 （３）履行期限 令和６年１２月２０日 

 

２ 参加資格 

  技術提案書の提出者は、次に掲げる条件を満たしている単体企業であること。 

  （１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第１６７条の４第１項の規定に該当

しない者であること。 

 （２）群馬県財務規則第１７０条第２項の規定に基づく県の入札参加制限を受けていな

い者であること｡ 

 （３）群馬県建設工事請負業者等指名停止措置要綱に基づく指名停止期間中のものでな

いこと。 

 （４）警察当局から群馬県知事に対し、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこ

れに準ずるものとして、公共建設コンサルタント業務等からの排除要請があり、当

該状態が継続している者でないこと。 

（５）建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務

所の登録を行っていること。 

（６）群馬県の令和６・７年度建設工事に係る調査・測量・コンサルタント等入札参加

資格者名簿に建築関係建設コンサルタント業務として登載されていること。 

(会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)又は民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)に

基づき更生手続開始又は再生手続開始(以下｢手続開始｣という｡)の申立てがなされ

ている者については、手続き開始の決定後、資格の再認定を受けている者。） 

 （７）この手続きに参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係が

   ないこと。 

①資本関係 

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法第２条第三号

及び同条第三号の二の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一

方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」とい

う。）又は民事再生法第２条第四号に規定する再生手続が存続中の会社である



場合は除く。 

イ 親会社（会社法第２条第四号及び同条第四号の二の規定による親会社をい

う。以下同じ。）と子会社の関係にある場合 

ロ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

②人的関係 

 次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、イについては、会社の一方が

更生会社又は再生手続が継続中の会社である場合は除く。 

イ 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

ロ 一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再

生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

③その他この手続きの適正さが阻害されると認められる場合 

①又は②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

（８）群馬県に本社（店）を有する者であること。 

（９）管理技術者は、一級建築士であること。 

（10）管理技術者及び主たる分担業務分野である総合分野の主任担当技術者は、参加表

明書及び技術提案書の提出者の組織に所属していること。（参加表明書提出日前

３ヶ月以上継続して雇用している者に限る。） 

（11）管理技術者及び記載を求める各主任担当技術者は、それぞれ１名であること。な

お、構造分野、電気分野、機械分野の主任担当技術者を協力事務所（再委託先の

うち、分担業務分野の主任担当技術者が所属する事務所をいう。以下同じ。）に

求める場合は、技術提案書の提出時に１名を確定すること。 

（12）管理技術者は、記載を求める各主任担当技術者を兼任していないこと。また、記

載を求める主任担当技術者についても、記載を求める他の分担業務分野の主任担

当技術者を兼任していないこと。 

（13）管理技術者及び分担業務分野の総合分野の主任担当技術者の手持ち業務について、

携わっている業務（本業務を含まず特定後、未契約の業務を含む。）が原則とし

て１０件未満であること。 

（14）主たる分担業務分野である総合分野の業務（積算に関する業務及び補助に関する

業務等を除く。）を、再委託しないこと。 

（15）構造分野、電気分野、機械分野の主任担当技術者が、本事業に関する他の参加表

明書及び技術提案書の提出者の協力事務所の主任担当技術者と重複していないこ

と。 

（16）業務の一部を再委託する場合であって、再委託先である協力事務所が群馬県の建

設工事に係る調査・測量・コンサルタント等入札参加者名簿に登載されている場

合には、当該協力事務所が指名停止を受けている期間中でないこと。 

（17）配置を予定している、管理技術者及び主任担当技術者（総合・構造）は、「同種

又は類似業務」について、平成２６年４月１日以降に完了した業務において、１

件以上の実績を有さなければならない。 

 

 



３ 技術提案書の提出者を選定するための基準 

 （１）専門分野の技術者の資格            

（２）平成２６年４月１日以降の同種又は類似業務の実績 

（３）令和３年４月１日から令和６年３月３１日までに完了した群馬県発注の営繕事業

に係る設計業務の成績評定点及び業務表彰実績 

 

４ 技術提案書を特定するための評価基準 

  （１）専門分野の技術者の資格 

（２）平成２６年４月１日以降の同種又は類似業務の実績 

（３）令和３年４月１日から令和６年３月３１日までに完了した群馬県発注の営繕事業

に係る設計業務の成績評定点及び業務表彰実績 

（４）ＣＰＤの単位取得の状況 

（５）業務の理解度及び取組意欲、業務の実施方針、評価テーマに対する技術提案（技

術提案書の内容及びヒアリングにより評価を行う。） 

 

５ 手続等 

 （１）担当部局 

     〒３７１－８５７０  

     群馬県前橋市大手町一丁目１番１号 

     群馬県県土整備部建築課施設整備係 

     電話 ０２７－２２６－３７１０ ファクシミリ ０２７－２２１－４１７１ 

 （２）説明書の交付期間、場所、方法 

交付期間：令和６年５月７日（火）から令和６年５月１５日（水）まで 

（土日・祝日を除く） 

交付場所：（１）に同じ 

（説明書及び様式については群馬県入札情報公開システムよりダウ

ンロード出来ます。） 

交付方法：説明書は、無料配布とする 

  （３）参加表明書の受領期限並びに提出場所及び方法 

受領期限：令和６年５月１５日（水）午後４時 

提出場所：（１）に同じ 

提出方法：持参又は郵送（書留郵便に限る。）、若しくは電送又は電子メー

ル（着信を確認すること。）によること。持参する場合は、土日

・祝日を除く毎日、午前９時から１２時まで及び午後１時から４

時まで。また、電子メールで提出する場合は以下によること。こ

れ以外での提出は無効とする。 

・使用可能なソフトは「Microsoft Word」とする。 

・ファイル総数は７メガバイト以内とすること。 

・プリントアウト時に規定の枚数内となるように設定しておくこと。

なお、送信された資料のプリントアウトは白黒印刷で行う。 



 （４）技術提案書の受領期限並びに提出場所及び方法 

受領期限：令和６年６月７日（金）午後４時  

提出場所：（１）に同じ。 

提出方法：持参または郵送（書留郵便に限る）とする。 

 

６ その他 

 （１）契約保証金 納付すること。ただし、群馬県財務規則に定めるところにより、利

   付き国債の提供、金融機関の保証又は保証事業会社の保証をもって、契約保証金の

   納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証に付し、又は

   履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金の納付を免除する。 

 （２）契約書作成の要否 要 

 （３）当該業務に直接関連する他の設計業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手方

   との随意契約により締結する予定の有無 有 

 （４）詳細は説明書による。 

 


